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シンポジウム-沖縄における地域農業の問題点 とその対策- (要旨)

報告者 1 沖縄本島北部地域

沖縄県JiBI試名護支場 :比封武占

1980年代の北部地域良基は, どうあるべきか.北部地

域は､ さとうきび ･パイナップル ･果樹 ･茶 ･水稲 ･野

集 ･畜産等多くの作目が良家で栽別 されてい るけれど

ち,それを作日ごとに生産徴を見ると畜産を除いた場合

さとうきび ･パイナップ ルで全体の58%を占めてお り,

又作付面倒でも約58%を占めてお り,いわゆる単作(l'il性

格を持ってお ります.それを裏付けているのが耕地利用

率103.40/Oであ ります. その実闇を改善するにはどうす

るかという閲題が一点であ ります.

第二点として1980年代の地球の北半球の気象は58年頃

を中心にして少なくとも今世紀末までは.寒冷な気候に

なるであろうし､又これに伴なって天候の変動性は大 き

くな り.異状天候は増加するであろうと云われている,

-･方では石油の値上 りがあ り,本土においては生鮮食相

投産物の生産地南下の問題があ ります. この 2点を麟ま

えて1980年代の北部農業を考える場合,現在が極めて韮

要な時であると考えてお ります.

1. 北部地域の 1戸当 りの畏業所得

北部地域の昭和53圧の 1戸当り良基J9-r得を見ると

1.027千rrJであ り.出家所得の概ね 300/Oで, 揖gI収

入への依存度が極めて掃い.それをどのようにして

改酋してい くか.

2.地域張碓物の粕ITi化

北部地域において も特硝化している作目の識別面

机の比膜的大 きいのはパイナップルであ り,その外

には米 ･いも獄 ･異相等であるが.これらの作Ffの

特化率をもっと向上.させるにはどうするか.ユ掛こ.

新しく作Hを特錘化するにはどうすればよいのかは

大変gi要な間脳の一つであ ります.

3.北部地域の農業推進者は雛であるのか

これまで畏業協同組合は.地域揖業発展に大 きな

役割 りを果してきているが､1980仲代においてはこ

れまで以上にその為の役剃 り分担の比jTiを一層増大

させる必要がある.作目の樽産化を進めるのはjiWU,

が中心にならなければ旧習か らぬけ出ることがLLi来

ません.作rlの特化が進めば進む程塊甜化 ･適期適

作 ･選択的拡大の必要性に迫 られます.それをコン



シンポジウムー沖縄における地域農業の問題点とその対策一（要旨） 3５

門を補完するものとしてサトウキビ作と養豚の両部

門を多く編入し，展開してきたのが，中・南部地域

農業生産の変化における第２の特質であると見敬し

だい．

（３）地域変動効果分析による概観

「地域農業におけるある部門の租生産額の成長率

を，全県レベルの総成長率および当該部門の成長率

と関連づけて，地域農業の成長のパターンを特徴づ

けるために用いられる手法」が，この地域変動効果

分析である．その分析の過程で得た主要な結果をあ

げれば次の通りである．

①サトウキビと養豚部門の成長率は，それぞれ総

租生産額の成長率を上まわっているとはいえ，全

県レベルでの該部門のそれと比較してそう変らな

いので，当該部門は本地域固有の部門効果とは認

めがたい．

②野菜部門の成長率は，全県的にも68.8％と高い

が．そのレベルより本地域の成長率が高いので，

成長量の第２・第３成分ともに正となっており，

したがって，該部門の成長は本地域固有の部門効

果と見倣してよい．かんきつ類にしても，同様の

ことがいえるであろう．

③第３成分の部門合計が正の値を示していること

から、本地域農業の部門構成は現段階のところ、

成長のために有利な方向で展開しつつあるという

ことができる．ただし，より詳細にすなわち．地

域内に含まれる市町村におけるそのありようを検

討すると，マイナスの数値を示して望ましくない

方向に動いている市町村があるのみならず，この

ような市町村にあっては，サトウキビ作部門の第

３成分の数値がマイナスを示すことが多い点に注

目しなければならない

さて、自立農家における経営活動の論理は収益性の高

い作目を経営組織に編入し，その部門を中心にして可及

的に最大の農業所得を獲得しようとすることにある．そ

のような論理を追求する農家が多くなればなるほど，そ

この地域農業の動きは，さきに指摘した市町村の動きに

近似するようになるのはいうまでもないその辺に本地

域農業の問題点があるのではないか．

そこで，わが県では馴み薄いが，農業経営研究方法の

中で重要な武器である線型計画法(LinearProgramm-

ing）を応用することによって、その問点の解決等を探

ることにしたい

トロール出来るのは農協を差しおいて外にないから

であります．

4．北部地域において耕地面積の拡大は可能か

北部地域は昭和53年において１戸当り経営耕地面

積は0.Ｍzであります．作目によっては0.8haで農家

経営ができる作目もありましょうが、北部地域は永

年作目が多いことを考えますと、耕地の拡大を考え

なければ農家経営の安定は期せられない．従って，

農業基本計画に示す12,600ｈａまでの耕地面積拡大

は必要であり、その余地はあると考えられます．

5．さとうきび，水稲栽培は今のままでよいか。

北部地域に最近になって急に野菜・花木を取り入

れる農家が増えつつあります．野菜・花木は平担地

に栽培されることから、さとうきび栽培面積への影

響がでることが考えられます．これをどのように改

善するか．又水稲栽培については，１期作は作況が

安定していますが，２期作は暴風期に栽培される関

係から大変不安定であります．その改善をどうする

か、検討する必要がある．

報告者２沖縄本島中・南部地域

沖縄県農業試験場経営部：前山田辰正

①増加率，②奇与率，③地域変動効果分析の３手法を

主として使い．それらによって中・南部地域農業の実態

を概観したい．この場合に利用する資料は，沖縄総合事

務局農林水産部公表の市町村別農業租生産額である．

（'）増加率による概観

本地域にあって，租生産が高い増加率を示したの

はかんきつ類であり、逆にマイナスを示したのが，

パイナップルと肉用牛の両部門であったその他の

部門は，0.3～2.0％の増加率である．したがって，

中・南部地域農業生産の変化における実態として，

まずかんきつ類の伸展を指摘することができよう．

（２）奇与率による概観

昭和48～49年期に対する53～54年期の租生産額の

倍率は，1.93であったこのような伸びに対して、

本地域農業に導入されている各作目がそれぞれどの

程度貢献しているのかを奇与率で検討してみろと，

野菜類が445％，さとうきびが30.1％・肉豚が20.4

％，増加率の最もたかかったかんきつ類は0.86％で

あったちなみに，県全体の場合の奇与率は、野菜

類が25.4％，サトウキビが49.7％、肉豚が16.8％で

あった．これらのことから、野菜作を基軸に，該部
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（67.5％）、葉たばこ1,676,890千円（17.8％）、

野菜1,200,000千円（12.8％）養蚕97`510千円（１

％）．甘藷76,500千円（0.8％），合計9,400,815千

円となっていろ．これは対前年比でみろと８４で昨

年より16％減となり、昨年の干ばつ，台風等の被害

によるものである．

Ｉ今後の課題

（１）土地生産力の増強

宮古島は．最も耕地率の高い地域であるが、県内

で生産が最も低く且つ不安定な地域でもある．本地

域の土壌は，表土が浅く且つ保水力が弱いため，干

ばつの害を受け易く，その上地力が弱く，作物養分

を生育後期まで維持供給することが困難であること

などが大きな原因と考えられる．従って，客土を含

めた土地改良により，表土を厚くし↑地力の維持増

進を図ることと併せて，畑地かんがい施設を整備す

ることにより，生産力を高めることが急務である．

（２）水資源の開発と積極的利用

宮古島の土壌は、保水力が弱いため、干害を被り

易く，３０日内外の干ばつの害を毎年あるものとし

て，防災営農技術の確立が急務である．その一貫と

して地下ダムの建設や、与那覇湾の淡水湖等，国の

農用水開発大型プロジェクトを中心に開発が進めら

れている所である．

この計画によれば，与那覇湾500ｈａを淡水化し、

下地．上野，平良の一部約３，OOOha，１２の地下ダム

で城辺，平良の約5,OOOhaに潅水するだけの水量が

十分確保できる計画である．

（３）畑輪作体系の確立

沖縄には、かつて「いも＋きび＋豆類十養畜」と

いった作付体系が、昭和30年頃まで基本であった．

昭和32年干ばつ抵抗性及び株出適応性の品種として

ＮＣｏ３１０が普及され，更に昭和37～38年の大干ば

つが加わって，これまで栽培していた水稲，特に畑

作が次々となくなり、畑輪作体系がくずれて「きび

＋株出十株出」といった株出中心の単作型土壌環境

になった．このような，土壌環境では土壌害虫を一

掃することは困難であり，かえって害虫の巣窟を作

ってやっているようなものである．合理的な輪作体

系を確立し、早い時期に更新し,農薬によらないで

干天における耕起，細土を繰返し、風化させること

により土壌害虫を防除することと，更に或る期

間，新植（９．１０月植）と他作物との１期作交代の

作型テストを行ってみる必要がある．

（４）土壌病虫の防除対策

報告者５宮古地域

沖縄県農業試験場宮古支場：砂川浩一

Ｉ農業の現状

昭和40年頃の宮古農業は，さとうきび単作がその主

流をなしていた．すなわち，昭和37～38年の大干ばつ

によって水稲・麦類．豆類・桑園もなくなり、昭和３２

年．Nco310の普及によって台風，干ばつに強い品種，

株出がよく出来る品種として普及し、さとうきびの株

出し単作化へと進んだ．

昭和45年以後，本土復帰を目前にして園芸作物が経

営の中にとり入れられ，特に昭和47年以降は．野菜類

のほか，葉たばこ・養蚕，最近では，花木等が経営の

中に定着しつつある．

宮古農業の現状と今後の計画は次のとおりとなって

いろ．

（'）農家戸数と耕地面積

農家戸数は，総世帯数の46.8％の7,365戸、耕地

面積は全土の49.2％の11,168ｈａで１戸当経営面積

152ａである．この耕地は昭和60年までに12,000ｈａ

に造成する計画があり、目標年度には、１戸当165

ａになる計画である．

（２）専業及び兼業農家

専業農家は,2,152戸（29.2％）で、第１種兼業が

2,316戸（31.4％）、第２種兼業は，2,897戸（39.

３％）で，農家人口は総人口の51.6％にあたる31,71

５人である．

（３）経営規模別農家戸数

昭和54年度現在、５０ａ未満の農家が1,566戸（２１

％），５０～100ａ未満が1,855戸（25％）、100～300

ａ未満が3,508戸（48％)，300ａ以上が436戸（６％）

となっていろ．これらの規模は，今後の土地改良及

び基盤整備等によって規模拡大されることが考えら

れろ．

（４）主要作物の作付

昭和54年度現在．さとうきびの収穫面積は6,489

ｈａ(58％）．甘藷が153hａ（1.3％）野菜が569ｈａと

（5.1％），葉たばこが593hａ（5.3％）、桑がl28ha

（１発）となっていろ．これらの作物は、昭和52年

度以降．さとうきび、野菜、桑は増加の傾向，甘藷

は低下、葉たばこは，横這いの状態に推移している

が，今後の計画では特に桑、野菜の面積が拡大され

ろ．

（５）農業租生産額（耕種のみ）

昭和54年12月現在で，さとうきび6,349,915千円
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さとうきびの不萌芽問題が起ってから数年が経過

していろ．大勢としては,土壌害虫（アオドウガネ，

ハリガネムシ、その他）のほか，メイチュウ類によ

るものとして、防除対策が構じられているが、まだ

まだ問題は解決されていない．これらの害虫は，戦

前から生息していて，大なり小なりの害を与えてい

たし，農薬防除もしてなかったのに不萌芽問題は聞

いたことがなかった．これまで数年の間、調査，検

討を行った現在、未だその原因がはっきりつかめな

い現状である．

これら害虫の生息密度と萌芽の関係についての調

査方法を再検討する必要がある．

(5)基盤整備

宮古では，現在、土地改良、クチヤ客土がブーム

になって，各地で工事が進められており。平担な地

形は、ますます平担化し，一筆面積も拡大されつつ

ある．なる程、大型機械を導入するには、都合よい

だろうが，自然の生態系からみろとどうだろうか．

たとえ，民間個人の投資で行われているが，今後

に悔いを残さないように指導すべきであると考え

ろ．

の確保を行い．さとうきび，パインアップル等3,200ｈａ

に対し，かんがいを行なって干ばつの被害を防止しよう

というものである．

※宮良川土地改良区の営農計画

ａ・経営形態はさとうきびを基幹とし，パインアップ

ル・野菜牧草等を組合せた複合経営とする．

ｂ、現在の人力を主体とする栽培技術体系はこれを機

械化栽培体系に移行し管理作業も省力化を図ろ．特

にさとうきびについては機械化一貫作業体系の導入

と協業化の推進を図ることになっている．

この－大プロゼクトによって着々と農地基盤整備は進

められ(表３）耕地は目を見はろばかりに変りつつある．

この変り様は石垣島農業の見直しの気運を高め，農業離

れの風潮から農村青年の帰農現象をよび石垣島農業の将

来に明るい希望をもたらしていろ．

又，先の不況時に本土企業に渡った多くの農地が農業

の見直しそれに伴う農地の拡大意欲を高め次々と買戻し

へと農村の事'情は次々好転していろ（表４）．

この様に石垣島農業の将来は大きな発展が約束されて

いるが，その達成のためには又多くの問題を解決しなけ

ればならない．この問題とは何か．

１．土壌について

石垣島の土壊は他地域に比べて複雑で多くの土壌

統からなっているが、その詳細は別として大別する

と島の周辺を形成するさんご石灰岩土壌の赤褐色士

と、中央'11麓周縁の川原統を代表する赤黄色ポドソ

ル性土壌である．さんご石灰岩土壌は耕土が浅く又

多くの石礫を含むため、保水力なく毎年干魅の被害

を受けている．

島の中央の大部分を占める川原統は塩基の溶脱著

し〈酸Ｉ性を呈し養分保持力の低い土壌である．

このようにいずれの士壌統も他の地域の土壌に比べ

て，ａ，耕土が浅く保水力弱い，ｂ、軽しよう士で

ある，ｃ・有機質に乏しい，ｄ・酸性土壌が多い

このような土壌のためさとうきび作の反収増が見

られず常に不安定要素とないパインアップルや他

の作物との競合の要因ともなっていろ（表５．表

２）．

特にパインとの競合は土性改良の上にも支障とな

りさとうきび増産のブレーキとなっていろ．

次に土壌の悪要因は基盤整備事業にも重大な影響

を与えつつある．さんご石灰岩からなる従来のさと

うきび作畑が耕土が浅いためそこに客士される土壌

がすべて山士（川原統）でなされており、島全体が

酸'性土壌になることである．これは全農地がパイン

報告者４八重山地域

石垣島製糖株式会社；田本信精

石垣島は昭和46年３月から９月にかけての長期にわた

る史上空前の大干越に見舞われ、農業は壊滅的な打撃を

受けた．農家は，この不況からのがれるため、出稼によ

って家族の生活を維持する道を選んだ．この傾向は特に

農業を専業とする移住地区（裏石垣）に強く現われた

との現象は沖縄の本土復帰と，本土の土地ブームの波に

のって益々顕著となり，これは離農，農地の荒廃と，連

鎖反応をおこし石垣市の農業（特に糖業）を危機におと

し入れる結果となった．これは耕地の推移（表１）主要

農作物の推移（表２）石垣島におけるさとうきび生産の

実績（表５）によって知ることができる．然し壊滅的な

打撃を与えた長期干魅は石垣島農業の将来に大きな希望

をもたらす契機をつくった．

即ち、国県による宮良)Ⅱ土地改良・畑地かんがい事業

がそれである．この事業は，石垣島中央部以南に広がる

約4,000ｈａの耕地を対象とするもので，かんがい用水を

供給するための水源を宮良川に求め、この上流にダムを

新設しこれから各地区の配水池，各圃場へパイプライン

によって送水する計画である．このようにして農業用水
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作と競合する要因を作りつつあるといえる．これは

客土に適する土のない石垣島の悲しい運命というべ

きか．

2．石垣島における蓄産のあり方

採草放牧地が全耕地の３分の１を占めろ（表１）

現象は他には見られない，小さな島に北海道の畜産

を行なっているのがこの石垣島であろう．

ａ、石垣島の畜産は有畜農業としてさとうきびと結

びつかない．

ｂ･採草放牧地は害虫（ハリガネムシ，ドウガネ，

イナゴ）の発生源となりかねない

ｃ、害虫防除の困難な要因の一つである．

特に，畑の周辺に栽培される牧草は多くなりつつあ

る．

※対策

宮良川土地改良事業の進捗と平行して次の点を実

施し土地改良の真価を発揮きせ理想農村の具現を期

したい．

１．石垣島の作物別栽培規模を策定し、それに基いて

ある程度の作物地域制を図ろ．

ａ・作物地域制を基にして徹底した土性の矯正を行

う（全地域酸性化しつつある土地改良を改善でき

ろ）．

ｂ・国県の土性改良事業を積極的に継続して導入し

土壌改良に努めろ．

２．畜産の在り方を検討する．

畑の中に牛の舎飼を導入することによりさとうき

び作と畜産を結びつける（有機物増産，投入）．

３．畑かんがいを活用するための対応

ａ・農業用電力問題（特に基本料金）の解決

ｂ・かんがいシステムの検討

ｃ・施設活用の指導体制のあり方，土地改良関係機

関農業改良普及員，その他

４．さとうきび品種の選定，栽培指導上の問題の検討

５．さとうきび栽培、収穫機械の開発と活用

さとうきびについて当面の問題点は株出不萌芽の解決

であるが，一挙にこれが解決は困難であろう．然しこの

問題は今提言した，土性改良，畜産の在り方，かんがい

施設の高度利用等々によって必ず解決するものと信じて

いろ．さとうきび（或は糖業）という基幹産業は一部の

農家や企業だけで育てられているものではない．地域の

全農家や，あらゆる関係機関の共同責任のもとに守り育

てていくことが大切なことである．


